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○舞鶴市元気なまちづくり事業費補助金交付要綱 

平成26年7月14日 

告示第105号 

(趣旨) 

第1条 市長は、自治会等の活動を支援し、魅力的で活力ある地域社会の実現を図る

ため、自治会等が実施する元気なまちづくり事業に要する経費について、補助金

等の交付に関する規則(昭和50年規則第25号。以下「規則」という。)及びこの要

綱の定めるところにより、予算の範囲内で舞鶴市元気なまちづくり事業費補助金

(以下「補助金」という。)を交付する。 

(定義) 

第2条 この要綱において「自治会等」とは、舞鶴市内の町又は字の区域等に住所を

有する者の地縁に基づいて形成された団体又は当該団体を構成員とする団体をい

う。 

2 この要綱において「元気なまちづくり事業」とは、次に掲げる内容の事業をいう。

ただし、施設・設備の設置又は整備、物品の購入等のみを行うものを除く。 

(1) 交流事業 地域内の住民相互の交流又は他地域の住民との交流の促進に係

る事業 

(2) 地域福祉事業 高齢者、障害者、子供等の支援、住民の健康増進等に係る事

業 

(3) 環境保全・美化事業 地域の環境保全、美化等に係る事業 

(4) 安心・安全向上事業 災害・犯罪・交通事故の発生防止等の地域の安心・安

全を向上させる事業 

(5) 地域の魅力向上事業 地域の歴史・文化の伝承、自治会等に関する情報発信

等の地域の魅力を向上させる事業 

(6) その他自治会等の活動の活性化に資すると市長が認める事業 

(補助対象者) 

第3条 補助金の交付の対象となるもの(以下「補助対象者」という。)は、補助金の

交付の対象となる事業(以下「補助対象事業」という。)に取り組む自治会等で市



舞鶴市元気なまちづくり事業費補助金交付要綱 

2/4 

長が認めたものとする。 

(補助対象事業) 

第4条 補助対象事業は、元気なまちづくり事業のうち、新たに取り組むもの又は既

に実施している事業を拡充して取り組むもので、事業の継続が見込まれるものと

する。ただし、当該事業に要する経費のうち補助金の交付の対象となるもの(以下

「補助対象経費」という。)の総額が2万円以上であるものに限る。 

2 国、地方公共団体等が実施する他の制度により助成金等の交付を受ける事業は、

補助対象事業としない。 

3 政治、宗教又は営利を目的とする事業は、補助対象事業としない。 

(補助対象経費) 

第5条 補助対象経費は、補助対象事業に要する次に掲げる経費で市長が必要と認め

るものとする。 

(1) 謝金(補助対象者の構成員に対するものを除く。) 

(2) 消耗品費 

(3) 印刷製本費 

(4) 通信運搬費 

(5) 材料費 

(6) 保険料 

(7) 委託料 

(8) 借上料 

(9) その他事業の実施に係る経費 

(補助金の額等) 

第6条 補助金の額は、補助対象経費の総額に3分の2を乗じて得た額(その額に1,000

円未満の端数が生じたときは、当該端数金額を切り捨てた額)とする。ただし、50

万円を限度とする。 

2 1の年度における1の補助対象者に対する補助金の交付は、1回を限度とする。 

3 1の補助対象者が複数年度にわたり、既に実施している事業を拡充して取り組む

場合の補助金の交付は、3年を限度とする。 
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(交付申請) 

第7条 規則第4条に規定する申請書は、舞鶴市元気なまちづくり事業費補助金交付

申請書(様式第1号)によるものとし、次に掲げる書類を添えて、別に定める期日ま

でに市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書(様式第2号) 

(2) 収支予算書(様式第3号) 

(3) その他市長が必要と認める書類 

(交付決定等) 

第8条 市長は、前条の規定による申請書等の提出があったときは、速やかにその内

容等を審査の上、補助金の交付の可否を決定し、その結果を舞鶴市元気なまちづ

くり事業費補助金交付(不交付)決定通知書(様式第4号)により通知するものとす

る。 

2 市長は、前項の補助金の交付の可否の決定に当たり、必要に応じて有識者等から

意見を聴くことができる。 

(変更申請等) 

第9条 規則第8条に規定する変更の書類は、舞鶴市元気なまちづくり事業費補助金

変更承認申請書(様式第5号)によるものとし、第7条各号に掲げる書類のうち当該

変更に係るものを添えて、市長に提出しなければならない。ただし、補助金の額

に変更を生じないもので、かつ、軽微な変更である場合については、この限りで

ない。 

2 市長は、前項の規定による申請書等の提出があったときは、速やかにその内容を

審査し、その結果を舞鶴市元気なまちづくり事業費補助金変更承認(不承認)通知

書(様式第6号)により通知するものとする。 

(休止又は廃止の届出) 

第10条 第8条第1項の規定により補助金の交付の決定を受けたもの(以下「補助事業

者」という。)は、交付の決定を受けた事業(以下「補助事業」という。)を休止し、

又は廃止しようとする場合は、舞鶴市元気なまちづくり事業費補助金休止(廃止)

届(様式第7号)を遅滞なく市長に提出しなければならない。 
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(実績報告) 

第11条 規則第12条に規定する実績報告書は、舞鶴市元気なまちづくり事業費補助

金実績報告書(様式第8号)によるものとし、次に掲げる書類を添えて、補助事業が

完了した日から30日を経過する日又は交付の決定があった日の属する年度の末日

のいずれか早い日までに市長に提出しなければならない。 

(1) 事業報告書(様式第9号) 

(2) 収支決算書(様式第10号) 

(3) 領収書の写し 

(4) 事業の実施が確認できる写真等 

(5) その他市長が必要と認める書類 

(補助金の額の確定) 

第12条 規則第13条第1項の規定による通知は、舞鶴市元気なまちづくり事業費補助

金額確定通知書(様式第11号)により行うものとする。 

(交付決定の取消し) 

第13条 市長は、規則第15条第1項に定めるときのほか、補助事業者が補助事業を休

止し、又は廃止したときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すこと

ができる。 

(補助金の返還) 

第14条 市長は、偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたものに対し、

当該補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

(その他) 

第15条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、告示の日から施行する。 


